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(j)	 建物形態や付加機能のバリエーションは意外と豊富である。最小で 1畳から 3

畳、そして 4.5 畳の居室のほか、居室や店舗（元喫茶店）等を利用した談話室

（共用多目的スペース）、帳場における日常的なコミュニケーションや見守りな

どの対面サービスが機能している。代表的な転用アパートの１階の見取り図は

図 7-1-5 の通りで、複数部屋を 1部屋に改修した談話室などが用意されている。

(k)	高齢者だけでなく、手帳もなく支援を受けにくい障害者や、刑務所等を出所し

てきたいわゆる刑余者など、社会的困窮者の幅広い利用も見られる。それらは

簡易宿所・転用アパートの性格にもよるが、上記の低廉な利用費、利用のしや

すさと、様々な利用層への対応、柔軟な帳場機能などがあることによる。

第７章　居住・住宅状況の推移

資料：調査検討チームの 2010 年夏の現地調査より作成

表 7-1-4　簡易宿所、アパート併用簡易宿所、簡易宿所転用アパートの割合
2010 年調査より推計

図 7-1-5　ある簡易宿転用アパートの間取り

資料：調査検討チームの 2010 年夏の現地調査より作成

2-6 階

1 階

労働者 生保 年金 旅行者
その他 合計 実員

簡易宿所 68% 0% 7% 24% 100% 1,337

併用 45% 33% 10% 11% 100% 541

アパート 13% 73% 14% 0% 100% 2,370

合計 34% 45% 11% 9% 100% 4,248

労働者 生保 年金 旅行者
その他 合計

実員 1,457 1,921 483 387 4,248

簡易宿所 22% 0% 2% 8% 32%

併用 6% 4% 1% 1% 12%

アパート 7% 41% 8% 0% 56%

合計 34% 45% 11% 9% 100%
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(l)	 簡易宿所を転用したアパートでは、入居・退去におけるきめこまやかな対応が

行われ、支援付き福祉住宅としての役割も担っている。

(m)	ある簡易宿所転用のアパート入居者の入口出口調査を行ったところ、多様な生

活困窮を抱えたり社会的生活自立が困難な高齢単身者を受け入れており、終の

棲家とする人や、さらに広い居室を求めての転居する人も見られる。

(n)	あいりん地域全体が、簡易宿所転用アパートをはじめアパート併用の簡易宿所

や、木賃アパートなどの住宅ストックと、地域に点在する生活支援を提供する

NPOや民間組織などの社会資源が組み合わされ、地域全体として支援付きの住

宅の集中する街へと変容しつつある。

3)　簡易宿所利用者、簡易宿所転用アパートの居住者

(o)	 2010 年後半期において本調査執筆員が、簡易宿所・転用アパート利用者の留

置調査、さらに回収票をもとにインタビュー調査を行った。留置調査では 155

票（有効回収率 25.5%）の回答が得られ、そのうち 37ケースから約一時間半

に及ぶ生活史の聞き取りを行った。調査で得られたデータから、下記のような

利用者・居住者の類型化を行った。

(p)	簡易宿所や転用アパート等の利用者としては一定の収入を有する層であり、日

雇労働者あるいは生活保護受給者だけではなく、年金生活者や新しいタイプの

労働者など、様々なタイプが見受けられる。それら利用者像として、独立型、

生活向上型、離脱志向型、断絶型、定着型などに分けることができよう。

(q)	「独立型」：年齢が若く学歴が高い。あいりん地域居住歴が 1年未満と短く、簡

易宿所に住みながら、日雇や派遣などで働いている。将来は自分で店を経営し

たいなど、独立志向が高く前向きである。あいりん地域は自由だが治安が悪い

と感じている。

(r)	「生活向上型」：「独立型」よりも年齢が高く、結婚や旅行、ボランティアなど

生活面での豊かさを求めるタイプ。あいりん地域居住歴は比較的短い。家族と

も連絡をとっており、比較的前向きなタイプ。あいりん地域のような社会的弱

者のまちは必要だと感じている。

(s)	「離脱志向型」：現状に不満をもち、あいりん地域からの離脱を志向しているタ

第７章　居住・住宅状況の推移
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イプ。自立や引っ越し、元いた地域に戻りたい、生保を切りたい（生活保護か

ら自立したい）などの言葉が現れる。働いている場合は非熟練で、学歴は比較

的低い。あいりん地域居住歴が 1年以上から 3年未満、5年以上 10年未満の

層にこのタイプがみられる。家族とのつながりは弱く、あいりん地域の印象は

「あまり良くない」という印象を持っている。

(t)	「断絶型」：あいりん地域居住歴が 3年以上と居住の長期化が進み始め、人間

関係に課題を抱えているタイプ。あいりん地域では「友だちはいらない」と地

域で人間関係をつくることを拒絶したり、「人間関係が難しい」と感じている。

比較的学歴は高く、結婚歴があり子どももいるが、家族とのつながりは弱い。

(u)	「定着型」：福祉アパートに住み生活保護を受給しているタイプで、あいりん地

域居住歴が他のタイプと比べて長い。学歴が低く、長く日雇で熟練職として暮

らしていたが、働けなくなり健康も悪化しているため生活保護を受給している。

結婚歴がなく子どもはおらず、家族とのつながりも途切れている。あいりん地

域は特殊な環境だが、気楽に過ごせており、まちは今後も変わらないだろうと

思っている。

２．あいりん地域の周辺の住宅市場

(a)	 萩之茶屋・太子に広がる簡易宿所及び転用アパートの密集エリアと、山王、北

天下茶屋、花園エリア、さらにその周辺に建ち並ぶ木賃アパート、文化住宅な

どの木造低層住宅密集エリアが、あいりん地域を取り巻いている。

(b)	あいりん地域から居宅保護を受ける場合、簡易宿所転用アパートを選択するパ

ターンのほか、これら周辺（西成区外も含む）の木賃アパートやワンルームマ

ンションなどを選択するパターンがある。また、簡易宿所転用アパートから周

辺の木賃アパートや福祉アパートに転居するケースも見られる。これら、あい

りん地域内の住宅分布やそこでの移動だけでなく、周辺エリアも含んだ、居宅

保護における住宅の選択や、そこでの住宅市場の動向を捉える必要性は高い。

1)　あいりん地域外の西成区の状況

(c)	 木賃アパートや文化住宅やワンルームマンションなどの低廉な住宅が分布し、

簡易宿所密集エリア外における生活保護受給者や年金受給者の住まいの選択肢

第７章　居住・住宅状況の推移
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となっている。住宅の狭小さは、図 1-1-4 で既に紹介した通り、西成区全体が

狭小な一人当たりの住宅面積となっている。

(d)	一方で、一般アパートの福祉マンション化（木賃アパートや文化住宅等の生活

保護受給者向けへの改修や看板の掛け替え）や戸建住宅の共同住宅化（一般的

な戸建住宅を 2～ 4戸（室）に分けるなどの改修を施し、生活保護受給者向け

に賃貸）なども加速している。

(e)	 2006 年調査（「大阪市西成区における生活保護受給者の現状」）で、生活保護

世帯が 10世帯以上有するアパートの分布は、図 7-2-1 のとおりで、西成区内

に広範に立地している。また家賃の設定の分布については、上限額（4.2 万円

と 4.25 万円）に設定されている事例が 48％と約半数をしめ、上限額以上はご

く少数の 1％以下である。上限額以下 4万円以上が 16％、3万円台が 22％、

3万円未満が 14％となっている。

(f)	 そうした区内のアパートに居住する生活保護受給者について、あいりん地域の

影響がどう現れているかについても、上記調査は明らかにしている。野宿＋日

雇経験 32%、日雇経験のみ 32%、野宿経験のみ 5%、どちらも経験なし 31%

となった。西成区の高齢生活保護受給者の 3分の 2は、なんらかの形で、日雇

や野宿の経験を有していることがわかる。どちらも経験していないタイプは 3

分の 1であることがわかる。

2)　年金受給者やひとり親世帯、外国人などの居住と住宅設備

(g)	あいりん地域あるいは周辺の住宅において、単身者、高齢者、母子（父子）家庭、

ニューカマー外国人なども集住している。このような、年金やわずかな収入で

暮らす人たちの家賃は、数千円台と低廉で、狭小で低質な居住環境となってい

る。

(h)	その一方で、こうした狭小で低質な住宅で暮らす人々を排除しない地域として、

不動産業界も変化せざるを得なくなっていることも事実である。あいりん地域

に分布する生活支援のNPOや民間組織及び、あいりん施策にもとづくサービ

スといった地域の社会資源の豊富さもさることながら、周辺エリアにおいても

一部だが不動産業者や大家などによる、見守り、生活全般にわたる相談、入院

時のサポート、葬送時のサポートなど、個別の支援が広まりつつある。
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(i)	 生活保護の住宅扶助上限に応じた家賃の一律設定が見られるものの、都心部に

近く、低廉な家賃で暮らせる地域であることには変わりなく、こうした様々な

生活困窮や社会的自立の困難な人々が利用しやすい開かれた包摂型の住宅市場

の形成と維持の傾向は、当面続くものと思われる。

3)　住宅設備の更新が進むなかで

(j)	 住宅の広さ、居住性能（耐震性、避難容易性、日照、通風、騒音、省エネ、バ

リアフリー等）などに加え、中高齢単身者の住宅の最低居住水準として定めら

れている 25㎡に満たない福祉アパート／木賃アパートが多数あるといえる。

(k)	その一方で、生活保護受給者の急増と、住宅扶助上限額での家賃収入を望む業

者・大家の意向により、住宅市場の動向は激変しており、バリアフリーを意識

した改修、階下の騒音対策として 2階建てを 1階建てに減築など、ハード面で

の動向や、引っ越しのサービスや、入居時の物品（テレビ、冷蔵庫、ふとん等）

貸出など、ソフト面でのサービスも行われている。居住者の複雑化する生活課

題に対して対応を迫られる形となっている。

第７章　居住・住宅状況の推移

図 7-2-1　福祉アパート分布　生活保護 10 世帯以上の
アパートの分布　2006 年

資料：「西成区生活保護実態調査」
（西成保健福祉センター・大阪就労福祉居住問題調査研究会）、2006 年
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３．今後の見通しと提言

1) 　簡易宿所／転用アパート

(a)	 第 1 章で推計したあいりん地域の人口推移では、短期宿泊者や、短期滞在の新

しい労働者の利用が予測に組み込めないために、高齢者のアパート住まいを前

提としたアパートの経営も今後 5年ほど需要は維持されるが、その後は激減が

予測される。このままでは、転用アパートの先行きはたいへん厳しいと言わざ

るを得ない。

(b)	簡易宿所の主だった経営者や、まちづくりに関わる関係者に聞き取りを行った。

そのなかでいくつかの今後の見通しが語られた。まず、要援護の高齢者をさら

に居住促進する、という選択肢があげられた。3畳という狭小さを有利点とした、

居住促進の策を練るか、より良質な居住環境に更新することにより、活路を見

出すしかないであろう。ある程度の廃業を見込みつつ、ケア／支援が付帯する

ハウジングのあいりん地域的な受容の仕方を考えていく必要がある。

(c)	 また、生活困窮を抱えがちな子ども世帯の政策的流入を図るような施策と連動

した、ハウジングの提供という選択肢も提案された。

(d)	加えて、簡易宿所として、就労が困難で、社会的適応がなかなか難しい若年中

年労働者の受け皿として、低廉な宿泊施設の提供という方向性も考えられてい

る。

(e)	 ここ 5年がそうした決断をすべき期間となろう。実際、家族と縁の切れた生活

困難者や、セイフティーネットや制度からもれた人々の貴重なハウジングの受

け皿として、簡易宿所・転用アパートの利用者像は多様化しており、共用空間

や帳場機能などバリエーションも見られる。

(f)	 一方で、1畳～ 3畳といった狭小さは良し悪しがあり、居住実態の把握と、日

雇労働者あるいは生活保護受給者という紋切型だけではなく、多様化する利用

者像に応じた支援策を、英知を結集して考えるべきである。

(g)	ソフトの支援として、ボランティアなどの社会参加支援、就労支援やパーソナ

ルサポート、社会的孤立に関するメンタル面支援、安心して暮らし死を迎えら

れるターミナルケアなどが、自然発生的に独自で展開され始めてきている芽を、

第７章　居住・住宅状況の推移
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制度的にも展開してゆく必要がある。

(h)	ハードとしては、居室空間のバリエーションとして家族での利用を想定したも

の（居室空間の多様化）、重度を含む要介護者での利用を想定したもの（建物

の個性に合わせたバリアフリー化）、空きスペースを活用した居場所づくり（共

用空間の開拓）などを検討・推進する必要がある。

2)　低廉賃貸アパート

(i)	 あいりん地域外に、あいりん地域での生活を経験した人が多く居住することが

明らかになった。そして生活保護受給者をベースにすると、あいりん地域の経

験者が過半数を占めることもわかり、量的にも大変な数となっているために、

生活保護に影響された住宅市場の展開が今後ともしばらくは続くものと予想さ

れる。

(j)	 このように、生活保護受給者を対象とする市場が存在するなか、提供者として

の大家、不動産業者や管理会社などに対して、各種支援サービスの提供につい

ての責務を明確化する必要がある。その前提として、賃貸住宅に関する情報提

供と競争の適正化に向けて、貧困ビジネス対策とあわせて、国において規制と

同時に適切なインセンティブの提供が必要と思われる。

(k)	入居させるだけの大家ではなく、地域生活のアドバイザーとしての大家が実質

的に現れつつあるし、現れざるを得ない状況となっている。大家主体の居住サ

ポートの仕組みづくりとともに、それらを支える相談窓口や情報提供の体制づ

くりも進める必要がある。

(l)	 大家・入居者・専門家などがネットワークし、住宅管理の共同化や、居住者の

管理への参加・協働の仕組みづくりを模索せねばならない。

(m)	いずれにしても、生活保護受給者を対象とした住宅市場展開の脆弱性は、間

違いなく組み込まれている。ケアとハウジングが地域コミュニティのセイフ

ティーネットの根本であるという観点から、こうしたアパートという住宅資源

の質の底上げを図り、生活保護に依存しない市場展開が必要である。

第７章　居住・住宅状況の推移
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第８章　地域活動及び地域産業の推移

１．伝統的社会運動、既存の地域組織、NPO や関連諸団体による　
　　様々な取り組み

(a)	 壮年期のあいりん地域では、地域住民、日雇労働者（多くが簡易宿所利用者）

のうち、後者を主な顧客とする様々な諸産業で成り立っていた。この 10年間

に日雇労働者の集住地域から生活保護受給者の集住地域へと激変したなか、簡

易宿所利用者が地域住民としてのアパート居住者へと大きく移行した。

(b)	そのようなこの 10年の歴史的な激動のなか、日雇労働者の利益代弁・擁護団

体としての労動組合諸団体は、依拠する集団の規模縮小に伴い、当該地域にお

ける影響力が縮小する傾向にある。

(c)	 地域振興町会のほうでは、長らく労働者や支援団体との間に深い溝があったが、

かつての労働者もアパート住まいの住民となり、それを基盤に支援団体との意

見交換や協働が少しずつ進むことによってお互いの間の分断が小さくなってき

た。そうしたなかで、まちづくりが実行可能になった状況がある。

(d)	町会加入率が 1割に満たないという問題も抱えつつ、地域の連合町会や社会福

祉協議会においては、区のイベントへの積極的な参画をはじめ、まちづくり協

議会活動における環境美化や地域住民の交流機会の創出、そしてネットワーク

委員会や老人会などを含め、多様な地域活動が展開されている。具体的には、

清掃活動への参加呼びかけ、生活保護受給者の老人会への加入、菜園づくり、

文化・生きがい・つながりづくり活動、識字学級などの活動がなされている。

ただ、約 1万人近くにもなる対象人数の大きさの前には活動の拡大は、少々伸

び悩み状態にあるとも言える。

(e)	 また NPO 等ボランティア系の団体は、より困難な課題を抱える人々への対応

に追われ、現状維持に悪戦苦闘しているのが実状ではある。

(f)	 このように、新たに多数となってきた生活保護受給者を視野に入れた「まちづ

くり」の動きは模索段階だが、最近になって、既存の地域組織と、その他の支

援や運動等に関わる組織との相互交流の機会が増えており、彼らが問題の要因

ではなく、問題を解決する主体として協働を目指すべきであるという認識も高

まりつつある。

第８章　地域活動及び地域産業の推移



105

(g)	具体的な各テーマにおける地域と行政との協働の機会については、昨今の対応

として、各局が横断的に対応する「萩之茶屋地域環境改善特別チーム」が設置

され、具体的な事業が進みつつあることに対する地域の期待が高まりつつある。

２．新しいタイプのまちづくり運動や、子育て、保育に関する　　
　　取り組み

(a)	 流動性の高い日雇労働者の集住地域という性格から地域におけるまちづくりの

主体が形成されるには困難が多かった。まちづくりにはなじみにくいとされて

きた元日雇労働を経験した住民一人ひとりのレベルで、どうすれば住民参加や

インクルージョンという実体をつくっていけるのか、創意工夫がまさしく必要

となっている。すなわちこの 10年間の変化を基盤にして、この地域にどのよ

うなまちづくり主体（組織）が生まれ活動し、どのような可能性と課題がある

のか。あらためてそれを丁寧に把握する必要がある。

(b)	 1999 年に NPO釜ヶ崎支援機構、「わいがや会」（大阪自彊館の前理事長吉村靫

生氏が呼び掛けた、地域主要団体の長の集まり）、釜ヶ崎のまち再生フォーラ

ムが形成され、それぞれ独自に取り組んできた。「定住者のまち」の側面には

じめて軸足が置かれる流れができた。

(c)	 2004 年に萩之茶屋連合振興町会等も、まちづくり団体として「萩之茶屋小学校・

今宮中学校まちづくり研究会」をスタートさせた。その成果を土台に、2008

年に「（仮称）萩之茶屋まちづくり拡大会議」( 以下、まちづくり拡大会議 ) 開

催を呼びかけ、町会・地域社協、学校関係、簡易宿所組合、社会福祉法人、ま

ちづくり市民団体、労働者支援団体・施設などが向き合う、あいりん地域初の

円卓会議として登場した。今ではあいりん地域のまちづくりの実質的な核とし

ての役割を果たしつつある。

(d)	 2010 年 1月の、あいりん地域内公園の野宿生活者テント撤去を計画するので

はないかとの新聞報道を契機に、同年 3月の「まちづくりひろば」（釜ヶ崎の

まち再生フォーラム主催）等を活用して、まちづくり拡大会議や労働者支援団

体メンバーが、萩之茶屋北公園区域の再生ビジョンづくりのテーマと併せて、

「みんなが安心して使える公園」についても率直な討論を行なった。その結果、

各団体の「『違い』を乗り越えて、『共有』できる地域課題に対して意見交換する」

場の必要性、「あいりん総合まちづくりプラン」策定の必要性などが共有された。
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(e)	「まちづくり拡大会議」は「子どもの声が聞こえるまちにしたい」という願い

を共有して活動している。ここでの議論を起点に、2010 年 10 月には当該地

域内の 3施設の子どもグループと支援団体の大人たちによる萩之茶屋北公園の

草刈り作業が、大阪市の協力のもと、自主的に実施された。

(f)	 こうした流れを引き出したものには釜ヶ崎のまち再生フォーラムによる 1999

年からの継続的な活動がある。まちづくりという概念がはじめて、あいりん地

域でも語られる基盤をつくったが、簡易宿所を、24 時間見守りサポートと共

用空間を利用した余暇サービスなどを付帯したサポーティブハウスや外国人個

人旅行者向けホテル化していく着想も、この活動から事業化されていった。な

お、サポーティブハウスとは「簡易宿所転用型の生活支援付き高齢者共同住宅

で、保証金・保証人は不要。基本的には見守りサポートや生活訓練を経てアパー

ト居住や地域生活へ移行（ステップアップ）するための通過型住居。あいりん

地域独特の住環境のなかで工夫されたもの」と理解されている。

(g)	本来なら子どもたちをどう育てるかも、まちづくりに関連してくる主題である

が、当該地域では子どもは「超少数派」となっていた。持続可能な地域として

再生するにはこれまでの経過を見直し、子どもたちの役割も考えていく必要が

ある。
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図 8-2-1-a　保育関連施設利用者数の推移

資料：  社会福祉法人井記念愛染園資料より作成
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図 8-2-1-b　萩之茶屋小学校・今宮中学校・今宮小学校・弘治小学校
における児童数の推移（1960-2010）

資料：大阪市健康福祉局提供資料より作成

図 8-2-1-c　萩之茶屋小学校・今宮中学校・今宮小学校・弘治小学校
における児童数の推移（1990-2010）

資料：大阪市健康福祉局提供資料より作成
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(h)	図 8-2-1d のように萩之茶屋小学校は全学年でわずか児童数 72人となっている

（2010 年度）。学校や PTAなどを中心に統合問題協議会も設けられている。

(i)	 図 8-2-1a によれば、わかくさ保育園の利用者や今池こどもの家の延利用者に

顕著な減少は見られず、あいりん地域に所在する子ども関連の施設利用の需要

はある。
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年

5月1日現在 児童数 学級数 教員数 児童数 学級数 教員数 児童数 学級数 教員数

1961 1,290 28 31 1,410 30 33 1,405 30 32

1965 945 26 33 956 23 27 1,058 26 32

1970 632 19 25 824 21 25 1,002 25 32

1975 457 14 23 613 18 23 860 25 35

1980 421 14 22 516 15 21 691 19 28

1985 256 10 21 346 13 17 533 17 26

1990 137 6 13 241 9 15 327 12 21

1995 141 7 14 212 7 13 234 10 16

2000 117 7 14 174 7 12 189 7 13

2005 83 8 17 138 7 12 153 7 14

2010 72 7 15 119 7 13 134 7 14

萩之茶屋小 弘治小学校 今宮小学校

年

5月1日現在 生徒数 学級数 教員数 生徒数 学級数 教員数 児童数 学級数 教員数

1961 2,388 49 70 51 4

1965 1,581 38 58 40 3 5 112 6 10

1970 1,042 27 45 34 3 6 58 6 12

1975 899 24 44 11 3 9 14 6 12

1980 780 23 42 7 3 9 3 4

1985 674 20 38

1990 429 13 28

1995 258 9 23

2000 220 7 18

2005 196 8 19

2010 147 8 20

今宮中学校
あいりん中学校

／新今宮中学校※
あいりん小学校

／新今宮小学校※

表 8-2-1-d　今宮中学校下の中学校・小学校の生徒・児童数等の変選

【注】
　(1) 学級数には、特別支援学級を含む。
　(2) ※ 1973 年 ( 昭和 48 年 ) 以降は、新今宮小・中学校の生徒数等を記載。

資料：大阪市健康福祉局提供資料より作成

単位 : 生徒数・児童数・教員数（人）
学級数（学級）
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３．簡易宿所経営の改編とその効果、国際集客と地域商業

(a)	 地域の産業としては、日雇労働者等の個人消費とそれに向き合う地域商業、サー

ビス業が主であった。ところが、生活保護受給者をはじめとした単身高齢者向

けの福祉サービス関連産業が急成長する。一方で、既存の地域商業、サービス

業は衰退傾向が強まっている。また、あいりん地域の簡易宿所の一部には、外

国人旅行者の受入れに踏み切り成功しているところもあり、この分野をどう育

成するのかという今までにない観光産業育成の課題が生まれつつある。

(b)	主に太子 1丁目に立地する簡易宿所の数軒は、サッカーの 2002 年ワールド

カップ開催以降、宿泊費の安さと簡易宿所が集積する強みを武器に外国人バッ

クパッカー向けのゲストハウス経営へと転換を図り、図 8-3-1 のように外国人

宿泊者を大幅に増やし、日本人利用者の受け入れにも成功し、経営状態が改善

している。その分布は図 7-1-3 を参照のこと。

(c)	「大阪市旅館業の施設の構造設備の基準に関する条例」（平成 15 年 2月 21 日

条例第 2号）が、平成 20年 5月 23日付けで「改正」され、第 5条のうち「定

員 1名の客室を設ける場合には、その客室の延べ面積は総客室の延べ面積の 2

分の 1未満であること」という項が付け加えられた。この条項が、今後の簡易

宿所の新たな展開や進出に影響を及ぼす可能性は否定できない。
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図 8-3-1　あいりん地域　外国人宿泊数推移　某ホテル 8 軒計

資料：調査検討チームの聞き取りにより作成
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(d)	地域居住者の多くが日雇労働者から生活保護受給者へと変わり、国内外からの

観光滞在者が増えるなかで、既存の地域商業、サービス業は新たな需要への対

応に戸惑っているのが現状である。

４．今後の見通しと提言

1)　新しい取り組みへの脱皮

(a)	 1961 年に大阪府労働部西成分室が開設、翌年（財）西成労働福祉センターが

設立、そして同年 1962 年の愛隣会館の建設が、あいりん施策の萌芽となり、

1966 年に正式に「あいりん地区」と改称した経緯からして、あいりん地域の

歴史は 50年近くになろうとしている。そのなかで様々な制度疲労を起こして

きたことが明らかになったが、逆に地域社会からのまちづくり、という観点で

いえば、最近の 10年間の歴史しかない。人口の激減の予測のなか、あいりん

地域の特性を生かし、少しでも活力のある街に引っ張っていく人材や資源は、

まちづくりから生まれるという視点が必要であろう。

(b)	そもそも、生活保護受給者の行政対応は、個々のケースワークを主とし、固定

した集団として把握しての対応は考えられてこなかった。それは、生活保護制

度の活用は一時的利用にとどめるものであり、個々人のケースワークによって、

生活保護制度から自立していくとの考えに基づくものと考えられる。では、個々

のケースワークからさらに踏み出て、地域での新たな支援活動は誰が担うので

あろうか。

(c)	 地域の連合町会や社会福祉協議会においては、これまでの活動を継続しながら

より効果的な連携の機会を創出しつつ、一方で自治会組織以外を含めたあいり

ん地域内外が一体となった地域活動を図る必要があり、そのためには、共有し

うるテーマにおける漸進的な相互交流の機会（関係づくり）が必要である。

(d)	そのためにも今後は、より各主体間の認知度を高め、交流の機会を増やす仕組

みづくりと「新たな住民像」の再構築が必要である。特に、子ども、環境（ご

み問題）、薬物問題、防災というテーマは、協働の機会を創出する可能性が高

いテーマである。たとえば、地縁組織としての老人会に、高齢の生活保護受給

者がなかなか入りづらいという状況もあるので、地域の老人会との融合を徐々

に図っていく試みや、生活保護受給者が入りやすくなるような町会組織の育成
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など、生活保護受給者を地域社会にインクルージョンする仕組みづくりが求め

られる。

(e)	 市民と行政の協働がうまく進んだなかでつくられた西成区地域福祉アクション

プラン推進の理念の浸透と、理念への共感者の具体的な活動の育成も望まれる。

(f)	 地域のつながりづくりを意識しながら、地域と共に協働しうる、形式的ではな

い庁内横断型連携による施策や事業実施の調整機能が不可欠である。

(g)	地域側においては、NPO等も関わってくるまちづくり主体の動向がポイントと

なる。行政がまちづくりを住民と協働で推進する時のパートナーとの信頼関係

づくりが大変重要となってくる。その点で、「まちづくり拡大会議」をはじめ、

各地域住民団体等がまちづくりの主体となるよう、相互の信頼関係の醸成と協

力が必要である。

2)　今後のまちづくりに向けての期待

(h)	まちづくりの主体は、団体だけではない。単身高齢の生活保護受給者をはじめ

住民一人ひとりのレベルで、どうすれば住民参加やインクルージョンという実

体をつくれるのか、創造的なしかけづくりが期待される。

(i)	 数少なくなった子どもたち、今後まちづくりの構成員となろう子どもを取り巻

く問題も大きいだけに、子どもが暮らし育つまちづくりのあり方を探ることも、

取り組むべき課題である。

(j)	 まちづくりの位置づけを格段に引き上げ、「まちづくり総合プラン」を、住民

と行政が協力しあって作成していくこと。そのなかで各個別課題の解決を考え

ていく必要がある。

(k)	そのためには、信頼関係醸成のための実現可能な個別問題での協働対処と、総

合ビジョンづくりを並行的に、両輪となって進めていくことが望まれる。

(l)	 課題によっては国・府も加える必要があることは論をまたない。1960 年代末

にできた国・府・市・警察の四者による「あいりん対策連絡協議会」に代わって、

住民組織等の参画を加えた新しい形が見えてくることが期待される。

(m)	子どもをサポートする地域内民間施設で聴き取りをすると、母親などの状態が
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ネグレクトや精神不安など、子どもに悪影響を及ぼす傾向が強まっている。こ

れはあいりん地域だけに特別な事象ではないが、子どもたちが集まる場所に子

どもの心のケアをする専門家の配置も望まれる。

3)　地域における新しい産業の芽

(n)	近い将来、簡易宿所転用アパートや一部併用型も次の展開を考えなければなら

ない時が来るであろう。外国人旅行者の積極的な受入れは、簡易宿所再生の選

択肢の一つである。多様な訪日旅行者、なかでも外国人個人旅行者の受け皿が

不可欠である。あいりん地域では一部の簡易宿所が既に外国人個人旅行者の受

け皿となっており、簡易宿所が集積する利点を生かしたまちとして存続できる

道筋の検討も必要であろう。

(o)	あいりん地域では太子 1丁目を中心に、国内外からの新しい旅行客が集うまち

へと生まれ変わりつつあるが、地域により長く滞在しより快適に過ごす環境を

生み出す必要に迫られている。

(p)	あいりん施策をより広義で多義的な地域対策へと転換していくためには、簡易

宿所のハード、ソフトの改善や、集客力のある魅力的な商店街に向けた取り組

みも必要である。
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